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4. 1968年1月29日色丹島沖地震の余震活動

一一ーとくに本震直後の余震につい℃一一

広田知保

(北海道大学理学部地球物理学教室)

一昭和43年 10月受理一

1. まえがき

北大浦河地展観測所が観測を開始して以後， 1968年1月29日19時四分頃マグニチュー

ド約7の大地震が色丹島の南南東沖に発生し，道東方面で軽微な被害が生じ，また小津波が観

測された。気象庁の発表によれば，震央は，北緯43011'，東経 147
0
00'，深さ 30km，M6.9で

ある。 この地震に対する浦河地震観測所の震央距離は約 350kmとやや遠いが，フィルムおよ

び磁気テープ方式による高感度の地震計1)によって多数の余震の記録が本震直後から得られた

ので，これらのデータの解析を行なった。大地震の後に，高感度の地震計により余震の臨時観

測が行なわれた例は多いが，この様な観測で、は本震直後のデータは得られない。

高感度の地震計を有する常設観測所1カ所のデータを用いてやや遠い余震群を研究した例

は， 1956年8月13日の伊豆沖地震 (M=6.5)を松代(.d与310km)で観測したもの2)，1962年

4 月 30 日の宮城県北部地震 (M=6.5) を筑波山 (.d ~290km)で観測したものへ 1964年6月

1日の新潟地震 (M=7.5)を筑波山(.d与250km)で観測したものめ， 1965年4月20日の静岡地

震 (M=6.1)を伊勢(.d与150km)で観測したものめなどがある。今回の場合はこれらの諸例よ

りも距離は遠いが，より多量のデータが得られている。

II. 余震の震央分布

気象庁によって震源が決定された余震の数は 3月末日までで 38個である。 これらの余

長の震央を第1図に示す。 図の中に示されている大きな円弧は，後に述べるように大森係数

是=8.34 km/secとしたときの浦河地震観測所に対する等P-S線である。×印は本震 (M=6.9)，

1) これらの地震計の特性については， Bulletin of the Urakawa Seismological Observatory， No. 3， 

January-March， 1968参照。

2) S. SUYEHIRO; Aftershock Sequence of the Izu Earthquake of August， 1956， Papers Met 

Geophys.， 9 (1959)， 193-203. 

3) 萩原尊礼・岩田孝行・前田良弘・茅野一郎;筑波山で観測された 1962年4月初日宮城県北部地震の余震，

震研裳報， 40 (1962)， 625-637. 

4) 宮村摂三・辻浦 賢;新潟地震とその余震の筑波における観測，震研速報， 8 (1964)， 15-21. 

日) 津村%lt四朗・山田三枝子;微小地震観測によって検知された 1965年4月20日の静岡地定の余定につい

て，地震 (ii)，20 (1967)， 57-59 
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二重丸はhl大余震 (M=5.8)を示す。 これらの長央は，片側だけのかなり速い観測点のデータ

によって求めたものであるから系統的誤差はかなり大きいものと忠われる。ただし相対的な位

置はある程度信頼できょう。

浦河地震観測所のデータは， 1月29日から 3月31日までのフィルムの記録、 1月29日か

ら2月8日までの磁気テープの記録を用いた。

第2図に，フィルム記録のデータによる P-S時間の頻度分布を示す。 41秒付近にピーク

を持ち 32秒から 57秒まで分布している。
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第1図 本震および余震の震央分布(気象庁による)

x 本 震，①;最大余震

話n戸j地震観測所における等 P-S線も同時に示されている。
Fig. 1. Epicenters of the main shock and aftershocks (after ]MA)， 

x the main shock，①ょ thelargest aftershock 
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第2図
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p-s 
P-s時間の頻度分布(浦河地震観測l所のフィノレム記録による)

Fig. 2. Frequency distribution of S-P. 
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III. 前震について

前震活動の有無を調べるために， 1968年 1月1日から本震直前までの約1ヵ月間の資料を，

浦河地震観測所のフィルム記録について Bulletin掲載のための読みとり基準に該当しなし、小

さなもの，および今回の地震の震央に最も近い気象庁根室測候所の高感度のフィルム記録を，

P-S時間を基準として調べた。両方の点で共通に記録されていて前震らしいものとして次の

2つが見つかったが，直前の前震と思われるものは見当らなかった。

発 F辰痔毒 時 M |根室での山|浦河での P-SI Pの差

1968年1月3日 22時07分 2.7 24.28 36.58 32.08 

1968年1月7日 00時 42分 2.7 12.28 41.78 33.98 

これらの地震がはたしてほんとうに前震とみなせるかどうか判断する資料はない。

今回の地震の余震域には，1926年から 1960年までは M6を越える地震は起っていなかっ

たが，その後 1961年2月13日 M6.8を主震とする地震群と， 1964年5月31日 M6.7の地

震とその余震が起っているの

IV. マグニチュード

気象庁で震央が求められた地震について，浦河地震観測所からの震央距離を計算し，それ

ぞれの P-S時間で割った値として 1000

大森係数を計算しそれらの平均値

として，k=8.34km/secが得られた。

浦河地震観測所でのフィルム記録の

上下動成分の最大J1ili111日とその周期か

ら地動の振IIIK¥A (ミクロン)を計算

し， P-S時間に 8.34をかけて得ら

れる値を震央距離として用い，浦河

地震観測所でこの地震群を観測した

ときのマグニチュード M を求める

式として，次のものを得た。

M = log A+1.73Iog(P-S) 

+1.41 

この式は気象庁て、求めた M に一致

するように定数項を変えたものであ

り， 土0.2の精度で気象庁のものに

-・.

100 b =0.67 

N(M) 

10 

. 
. 
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M 

第3図 マグニチュードの積算頻度曲線 (M孟3.5)

Fig. 3. Cumulative frequency distribution 
。fmagnitudes. 

d 
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一致する。この式を)tJ~、て 315 佃の地援の M を決めた。 1"十られた M の積算頻度 1[[1線を第 3 凶

に示す。 M が3.5以とのものは，もれなく観測されていると忠われるので，その範阻について，

logn (M)=α-bMの係数 bを，宇津の式で、求めると，b=O.67となる。

フィルム記録による上下動成分の最大振幅の頻度分布を調べると，第4図のようになるが，

この図から石本・飯田の係数m を求めると m=1.67となり ，m=b+1なる関係が成立して

L 、る。
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第4図 最大振幅の頻度分布(浦河地震観測所のフイノレム記録の上下動成分による)

Fig. 4. Frequency distribution of maximum amplitudes. 

V. エネルギー

近年震源決定の精度の向上に伴い，余震エネルギーの集中性に関する議論が行なわれてお

り，エネルギーが余震域の狭い部分，あるいは断層線と思われる線上に集中して解放されるら

しいということが言われている6)。

今回の余震の震源決定の精度は， 内陸に起ったものに比較して， かなり悪いと思われる

が，筆者もエネルギー集中性の大略を知るために震央の決定された地震について， log E=1l.8 

十1.5Mの式によってエネルギ-Eを計算し，そのエネルギー量に比例する円によって地図上

6) N. YAMAKA WA; Foreshocks， Aftershocks and Earthquake Swarms (1). Papers Met. Geophys.. 

17 (1966)， 157-189; (II)， ibid.， 18 (1967)， 15-26; (III)，ぬid.，18 (1967)， 77-88. 
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第5図 余震エネノレギーの空間分布

上;平田分布，下;垂直分布

Fig. 5. Spatia¥ distribution of aftershock energy. 
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第6図 余震のエネノレギーと頻度の積算曲線

Fig. 6. Cumu¥ative energy and frequency of aftershoks p¥otted 
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にそのエネルギーを示してみた また，深さによる集中性を調べるために北緯43
0
に沿った垂

直分イIÎを tlli~ 、てみた。これらを第 5 凶に示す。水平分イrîl刈および垂直分イIÎ同いずれについても

集中性があるかどうか判断することはできなし、。

次に，時間的なエネルギー放出の経過を見るために，本震後からの経過時間を横軸に対数

日盛でとり，放出されたエネルギーの積算曲線を描いてみた。これを第6図に示す。 2月4日

20時 01分，本震後 143時間たって起った最大余震など大きい方の 5個の余震で，余震総エネ

ルギーに対して占める割合は 47%，大きい方の 10個では 62%である。 これは b=l.Oの標準

的な地震群に比較して，大きな地震によるエネルギーの占有率がかなり小さし、7)。

第6図には，余震の数(後述)の積算曲線も同時に示してある。

VI. 余震の数の減衰曲線について

従来，大きな地震が起った際，一般の観測所においては，記録針が飛んでしまったり，流し

記録でないために隣同志の記録が重ってしまったり，あるいは本震や大きな余震の表面波など

の振幅が大きく長周期の波が永く続くために振幅の小さい地震が埋れてしまったりして，とく

に本震直後の多数の小さな地震の活動の様子を正確に知ることはほとんど困難であった。従っ

て木震直後は余震の数をかぞえてもかぞえ落しが多く，余震の数の減哀を示す曲線も本震後

1日程度経過してから作るべきであるとされていため。

しかしながら，微小地震観測のための短周期日感度の磁気テープ式地震計による観測が開

始されるようになって，本震直後の様子が小さな地震も含めて詳細に知ることができるように

なった。 浦河地震観測所開設以後はじめて観測された多数の余震を伴った今回の地震につい

て， 磁気テープによる記録が本震直後約 30分から得られたので， 直後からの余震の発生頻度

について詳細な様子を知る目的で次のことを行なった。磁気テープ式地震計は 50c/s程度に倍

率のピークがあり数 c/s以下の長い波に対しては倍率はかなり落ちているが， なおかつ握rp日の

大きい長周期の波に続いて起った小さな地震が重って読みとりが困難になるので， Low-cut 

Filter (Cut 0妊Frequency10 c/slを通して， 500 c/sのピジグラフで再生した。 震央距離が

350km程度に達するのに各余震は 10c/s以上の高い周波数成分を充分含んでおり，これは震源

から観測所に至る径路が Qの大きい地域に当っていることも関係しているのであろう。

低周波成分をカットした結果，各余震の震動継続時間は著るしく短かくなり，フィルムで

は検知されなかった地震を多数見いだすことができた。 検出された地震の数は本震後約 10日

間分で，約 1370個に達した。これはフィルム記録によるものの約5倍である。 余震かどうか

の判定には主としてP-s時間によった。 浦河地震観測所でP-s時聞が 35秒から 50秒程度

7) T. UTSU and T. HIROTA; Statistical Nature of the Energy and Strain Release in Earthquake 

Sequences， J. Fac. Sci.， Hokkaido Univ.， Ser. VII， 3 (1968)， in Press. 

8) K. MOGI; On the Time Distribution of Aftershocks Accompanying the Recent Major Earth-

quakes in and near Japan， Bull. Earthq. Res. Inst.， 40 (1962)， 107-124. 
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第7図 本震直後から 10日間の 1時間あたりの余震の頻度(浦河地震観測所の磁気テープ
記録を 7イノレターを通して再生したものによる，また大きな余震の Mを示す数字
が矢印とともに下の方に書き込まてれいる)

Fig. 7. Hourly numbers of aftershocks recorded on magnetic tapes 

and reproduced through a low-cut五lter.
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のものとしては，根室東方沖の他に三陸沖のものが考えられる これが混入していたとしても

その率はわずかで大勢に影響はないと思われるが，東大震研の堂平の読みとり報告を参照して，

堂平の観測網にかかっているものは，発震時などを参照して除いた。しかも，今回の地震の調

査期間では，三陸沖には活発な地震活動は見られなかった。

第7図には，磁気テープの再生記録による 1時間毎の地震の頻度を1月29日20時から

2月8日09時までについてプロットした。 2月4日20時 01分に，最大の余震 (M5.8)が起っ

たが，その後の減衰の模様はそれ自身の余震(二次余震)を伴ったように思われる。 この最大

余震の震央は第1図に見られるように余震域の端の方に位置している。第7図にも見られるよ

うに，この最大余震に近い大きさの余震もいくつかあるが，それらについては二次余震の存在

は明瞭でない。多くの二次余震を伴った余震は特殊なものであろう。

本震直後1月29日20時から 2月8日09時までの 1日当りの余震の数の減衰を示すのが第

8図の大きな黒丸である。この図の下側には同時にフィルム記録による余震の数を本震後1日

後から 63日後まで1日当りの数になおしてプロットしである。本震後1日以降については，磁

気テープの場合もフィルムの場合も，傾きρ=1.3の直線にのっている。しかし，それより前に

ついては，傾き p=1.3の直線からは明らかにはずれており，余震の数は t=1.Oday以降の直線

をそのまま延長したものから予想される数より著るしく少ないことは明らかである。フィノレタ

ーを通すことによって従来見逃していた多数の余震を見いだすことができたが，それで、もなお

振幅の大きい波の中に極く小さいものが重っていれば，実際はもっと数が増すはずである。そ

こで，本震直後約1日間の磁気テープ記録の振幅の頻度分布を作ってみた。この;場合，振幅の

小さいものおよび飽和するような大きい振幅のところは，数が正確に求められないので除き，

8-15mmの振幅を持つ地震の数を示す点を結んで直線をヲ!¥，、た。 この範囲ではフィルム記録

のデータによる傾き m=1.67とほとんど同じである o この直線関係が小さいものまで成立す

るとして， 7mm以下の小さいものについて，この直線より下側にある点について不足する数を

見積って合計すると，約200個の地震が不足する。これを補正値として加えなければならない
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第8図余震の数の減衰曲線

小さい黒丸; フイノレム記録による数，大きい黒丸;磁気テープ記録による数，

白丸;磁気テープ記録による数を補正したもの。

Fig. 8. Time distribution of aftershock frequencies. 

Small solid circle; aftershocks recorded on photographic films， 

large solid circle; aftershocks recorded on magnetic tapes， open 

circle; corrected values. 

この 200個の地震が，まず、Pニ1.3の傾きに沿って減衰するとして，もとの数に加えて新しい点

をプロットする。今度はこうして得られた点を結ぶ直線に沿って減衰するとして先程と同じく

補正する。同じことを数回行なって収飲するようになった点を第8図に白丸で示しである。

以上のような補正をしても， 木震直後1日間の余震の数は， 傾き Iう=1.3の直線から予想

される数よりもはるかに少ないということができる。実際，約0.03日 (30分)後では，約 10分

1しか起っていない。 この不足分がまだ読み落しによるものであるとは考えられず，実際に本

震直後1日間くらいの聞はそれ以後の頻度から推定される数よりもはるかに少ない数の余震し

か起っていないのであろう o

余震の数の減衰曲線として，
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η(t) = A(t+c)-p 

を採用し9>， p=1.3とすると cと 0.18dayとなる。

SCHOLZ10)はpの値は 1から有意に異らないと述べているが， また PAGEll)は上式の Cが

Oにならない例があるのは本震直後のデータの不完全性によるものであると述べているが， 今

回の地震の結果はこれらの考えを支持しなL、ο

VII. 余震の時間間隔について

第 3図で示されたように，浦河地震観測所でもれなく観測されたと考えられる M が 3.5

以上の余震について，その時間間隔の頻度分布を第 9図に示す。時間間隔を T とすれば，その

100 

10 

f ("t.) 

0.1 

0.01 

0.003 

f(て)=8工 -q

q = 1.3 

0.1 10 

℃ 

第9図 余震の時間悶の頻度分布 (M~3.5)

Fig. 9. Frequency c1istribution of time intervals between two 
successive aftershocks. 

9) T. UTSU; A Statistical Study on th巴 Occurrenceof Aftershocks， Geophys. Mag.， 30 (1961)， 

521-605 

10) C. H. SCHOLZ; Microfractures， Aftershocks， and Seismicity， Bull. Seism. Soc. Am.， 58 (1968)， 

1117-1130. 

11) R. PAGE; Aftershocks and Microaftershocks of the Great Alaska Earthquake of 1964， Bull 

Seism. Soc. Am.， 58 (1968)， 1131-1168. 
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分布は，

!(，)=Bcq 

によって示される。今回の地震では，q=1.3である。千秋12)によれば，余震系列を短期間ごと

にみればそれぞれランダムに発生し全体として rvの傾向をもって減少している場合には，

q=2t 
となるはずである。 この式でρ=1.3とすれば q=1.23となり，観測された q=1.3の方がわず

かに大きL、。この様な現象は他の余震系列についても認められている13)。

VIII.結論

1968年1月29日19時 19分頃の色丹島沖地震について浦河地震観測所において， 磁気テ

ープ式高感度地震計の記録が本震直後 30分から得られたので，このデータを解析した。 余震

の数の減少を示す式として，n(t)=At-pなる式を用い，これを両対数方眼紙上にプロットした

場合，t=1.0 day以降については，p=1.3なる傾きを持つ直線にあてはまるが，それより以前

ではp=1.3とL、う直線から推定される余震の数と比較してはるかに少ない数の余震しか検知

できない。大きい余震の中に埋れている小きな余震の数を見積ってもとの値に加えて補正を試

みた。しかしそれでもなお，例えば，t=0.03 day (30分)では p=1.3なる直線から推定され

る数の約 10分の lに過ぎない。 これは単にみかけ上のものではなく，実際本震後1日くらい

の聞はわずかの余震しか起っていないと考えられる。

n(t)=A(t十c)すの式を用いた時 cの値として， 0.18 dayなる値が得られた。 ρ=1.0また

は c=OとL、う考えもあるが，今回の結果はそのいずれをも支持しない。
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An earthquake of magnitude about 7 occurred 0丘ShikotanIsland， Southern Kurile 

Islands on January 29， 1968. Many aftershocks were recorded at the Urakawa Seismo-

logical Observatory， Hokkaido University (L1与350km)， by two types of sensitive seismo・
graphs on magnetic tapes and on photographic films. 

The decay of the frequency of aftershocks with time is well represented by an equation 

n(t)=At-P with p=1.3 for t>l day. However， the recorded number of aftershocks within 

one day from the main shock is far smaller than that predicted by the above equation， 

even if the aftershocks are counted on oscillogram reproductions of the magnetic tapes 

through a low-cut filter having a cut-o丘 frequencyof 10 cps. The use of the low-cut 

filter minimizes the duration of the oscillation of each aftershock and thus reduces the 

incomp!eteness of th巴 datadue to overlapping. Moreover， the number of smaller after-

shocks which are obscured by larger ones is estimated by using an amplitude-frequency 

diagram. The final time-frequency distribution corrected for the above m巴ntioned

deficiency fits rather close!y to an equation n(t)=A(t十c)-Pwith ρ=1.3 and c=0.18 day. 

Therefore， the present data do not support the opinion of p= 1 or c=O expressed by 

some seismologists. 


